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規 則

奈良市消防職員委員会規則の一部を改正する規則をここ

に公布する｡

平成17年７月26日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

奈良市規則第77号

奈良市消防職員委員会規則の一部を改正する規則

奈良市消防職員委員会規則（平成８年奈良市規則第51

号）の一部を次のように改正する｡

第11条を第13条とし､第10条を第12条とし､第９条を第

10条とし､同条の次に次の１条を加える｡

（委員会の審議の結果等の周知）

第11条 委員会は､意見を提出した消防職員及び意見取り

まとめ者に対し､当該意見の委員会での審議の結果及び

当該結果に至った理由を通知するとともに､消防職員全

員に対し､委員会の消防長に対する意見を含めた審議の

概要を周知するものとする｡

第８条第１項中 ｢毎年度｣の次に ｢の前半に｣を､｢常

例とする｣の次に ｢とともに､必要に応じ､開催する｣を

加え､同条第２項中 ｢この場合において｣の次に ｢､委員

に対し｣を加え､｢委員に通知する｣を ｢､意見を提出し

た消防職員及び意見取りまとめ者に対し､会議を開く日ま

でに当該意見を審議の対象とするか否かの取扱いをそれぞ

れ通知する｣に改め､同条を第９条とする｡

第７条中 ｢別記様式により｣の次に ｢意見取りまとめ者

を経由して｣を加え､同条に次のただし書を加える｡

ただし､消防職員が意見取りまとめ者を経由すること

に支障があると考える場合においては､直接委員会に意

見を提出することができるものとする｡

第７条に次の１項を加え､同条を第８条とする｡

２ 意見取りまとめ者は､取りまとめた意見を委員会に提

出する際に､委員会に対し当該意見に関する補足説明を

行い､又は委員会制度の目的の達成に資するよう当該制

度の運用に関し意見を述べることができるものとする｡

第６条の次に次の１条を加える｡

（意見とりまとめ者）

第７条 消防長は､消防職員から提出された意見を取りま

とめて委員会に提出する者（以下 ｢意見とりまとめ者｣

という｡）を消防職員の推薦に基づき指名する｡ただし､

意見取りまとめ者は､委員を兼任できないものとする｡
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２ 意見取りまとめ者の定数は､７人とする｡

３ 意見取りまとめ者の任期は､２年とする｡ただし､意

見取りまとめ者に欠員を生じたとき新たに指名された意

見取りまとめ者の任期は､前任者の残任期間とする｡

４ 意見取りまとめ者は､これを再任することができる｡

ただし､任期が引き続き２期を超えることとなる場合は､

この限りでない｡

別記様式を次のように改める｡

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
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件 名

区 分

現 状

意 見 の 内 容

１　消防職員の勤務条件及び厚生福利

２　消防職員の職務遂行上必要な被服及び装備品

３　消防の用に供する設備、機械器具その他の施設

提出者所属名

提出者職氏名

※１

意見取りまとめ者氏名

意 見 提 出 日　　　　年　　　月　　日

※１

意見取りまとめ者受付　　　年　　　月　　日

※２

受 　 　 　 付
　
　　　年　　　月　　日

奈良市消防職員委員会規則第８条の規定により、意見を提出します。

※２

整　理　番　号

別記様式（第８条関係）

意　　　　見　　　　書

１　※１欄は意見取りまとめ者が記入し、※２欄は記入しないでください。

２　必要な資料があれば添付してください。

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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附 則

（施行期日）

１ この規則は､平成17年８月１日から施行する｡

（経過措置）

２ 平成17年度において消防長が指名した意見取りまと

め者の任期は､この規則による改正後の奈良市消防職員

委員会規則第７条第３項本文の規定にかかわらず､２年

に満たない期間とすることができる｡

（平成17年７月26日掲示済）

奈良市乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則の一部

を改正する規則をここに公布する｡

平成17年７月29日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

奈良市規則第78号

奈良市乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則の

一部を改正する規則

奈良市乳幼児医療費の助成に関する条例施行規則（昭和

48年奈良市規則第40号）の一部を次のように改正する｡

第３条第１項を次のように改める｡

条例第４条第１項に規定する証明書の交付を受けよう

とする者は､奈良市乳幼児医療費受給資格証交付等申請

書（別記第１号様式）を市長に提出するものとする｡

第４条第１項中 ｢申請書等｣を ｢申請書｣に改め､同項

各号を次のように改める｡

３歳に達する日の属する月の末日までの医療費の助

成を受けようとする場合 乳幼児医療費受給資格証

（別記第２号様式）

３歳に達する日の属する月の翌月から６歳に達する

日以後の最初の３月31日までの医療費の助成を受け

ようとする場合 乳幼児医療費受給資格証（別記第３

号様式）

第４条第２項を次のように改める｡

２ 乳幼児医療費受給資格証（以下 ｢資格証｣という｡）

の有効期限は､前項第１号に規定する資格証にあつては

当該乳幼児が３歳に達する日の属する月の末日､同項第

２号に規定する資格証にあつては当該乳幼児が６歳に達

第４条第３項中 ｢医療証又は受給資格証（以下 ｢医療証

等｣という｡）の交付を受けた者（以下 ｢受給者｣という｡）

は､医療証等｣を ｢受給者は､資格証｣に改め､｢医療証

等｣を ｢資格証｣に改める｡

第４条の次に次の１条を加える｡

（市長が定める助成金控除額）

第４条の２ 条例第３条第３号に規定する額は､病院若し

くは診療所等（保険薬局を除く｡）の診療報酬明細書

（訪問看護療養費明細書を含む｡）又は社会保険各法に定

める療養費支給申請書ごとに次の各号に掲げる場合の区

分に応じ､当該各号に定める額とする｡

第５条及び第５条の２を次のように改める｡

（支給方法）

第５条 助成金は､奈良市乳幼児医療費受給資格証交付等

申請書に基づき支給するものとする｡ただし､県外で受

けた医療及び資格証の提示によらない医療に係る助成金

の支給を受けようとする者は､奈良市乳幼児医療費助成

金交付請求書（別記第４号様式）を市長に提出しなけれ

ばならない｡

（資格証の更新）

第５条の２ 市長は､第４条第１項第１号の資格証の交付

を受けている者に対して､当該資格証の有効期限までに､

同項第２号の資格証を交付するものとする｡

第６条第１項を次のように改める｡

受給者は､資格証を破損し､又は失つたときは､奈良

市乳幼児医療費受給資格証再交付申請書（別記第５号様

式）により､市長に再交付を申請しなければならない｡

第６条第２項及び第３項中 ｢医療証等｣を ｢資格証｣に

改める｡

第７条中 ｢（別記第８号様式）に医療証等｣を ｢（別記第

６号様式）に資格証｣に改め､同条第１号中 ｢当該乳幼児

が３歳に達したとき｣を ｢乳幼児でなくなつたとき｣に改

め､同条第２号を次のように改める｡

氏名又は奈良市乳幼児医療費受給資格証交付申請書

に記載した申請者の口座を変更したとき｡

別記第１号様式から第６号様式までを次のように改める｡

する日以後の最初の３月31日とする｡ただし､資格証

の交付を受けた者（以下 ｢受給者｣という｡）が受給資

格を有しなくなつたときは､当該受給資格を有しなくな

つた日とする｡

外来療養である場合 500円

入院療養である場合 1,000円（14日未満の入院療養

である場合は､500円）
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　次のとおり、奈良市乳幼児医療費受給資格証の交付及び乳幼児医療費助成金の支給を申請します。なお、受給

期間中に市長が世帯の所得の状況を調査すること及び高額療養費が生じる場合に当該療養に係る診療報酬明細書

等の写しを医療機関等から徴することを承諾します。

　　　　　　　年　　　月　　　日

　　（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　奈良市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（養育者）　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　－　　　　　　－

住所（申請者と異なる場合のみ記入）氏　　　名 生　年　月　日続柄 性　別

年　　月　　日男・女

乳
　
幼
　
児

養　育　者　の　口　座

申 請 事 由

１　出生

２　転入

３　医療保険加入

４　その他　（　　　　　　　　　　　　）

事由発生年月日　　　　年　　　月　　　日

乳 幼 児 の 加 入 医 療 保 険

記 号

被 保 険 者
氏 名
被 保 険 者
住 所

保険者番号

保険の名称

資 格 認 定
年 月 日

番　　号

乳 幼 児
との続柄

　　年　　　　月　　　　日

金　融　機　関　名 支　　店　　名 口　座　名　義　人口　座　番　号 種別

銀　行　

信用金庫

農　協　

本　店

支　店

出張所

普通

当座

貯蓄

金融機関コード 支店コード

受給者番号

印

フリガナ

フリガナ

別記

第１号様式（第３条、第４条、第５条、第７条関係）

奈良市乳幼児医療費受給資格証交付等申請書

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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第
２
号
様
式
（
第
４
条
・
第
５
条
－
第
７
条
関
係
）

第
３
号
様
式
（
第
４
条
・
第
５
条
－
第
７
条
関
係
）

乳
幼
児
医
療
費
受
給
資
格
証

年
　
　
　
月
　
　
　
日

公
費
負
担
者
番
号

受
給
者
番
号

住
所

氏
名

生
年
月
日

有
効
期
間

発
行
機
関
名

及
び
印

交
付
年
月
日

（
注
）
奈
良
県
外
で
受
診
す
る
場
合
は
、
自
己
負
担
額
を
支
払
う
際
、
領

収
書
を
受
け
取
つ
て
市
町
村
窓
口
へ
直
接
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

乳 幼 児

乳
　
幼

年
　
　
　
月
　
　
　
日
か
ら

年
　
　
　
月
　
　
　
日
ま
で

乳
幼
児
医
療
費
受
給
資
格
証

年
　
　
　
月
　
　
　
日

公
費
負
担
者
番
号

受
給
者
番
号

住
所

氏
名

生
年
月
日

有
効
期
間

発
行
機
関
名

及
び
印

交
付
年
月
日

（
注
）
奈
良
県
外
で
受
診
す
る
場
合
は
、
自
己
負
担
額
を
支
払
う
際
、
領

収
書
を
受
け
取
つ
て
市
町
村
窓
口
へ
直
接
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

乳 幼 児

単

年
　
　
　
月
　
　
　
日
か
ら

年
　
　
　
月
　
　
　
日
ま
で

入
通

奈 良 市 公 報号外第22号
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奈良市乳幼児医療費助成金交付請求書

年　　月　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　－　　　　　　－

金　　　　　　　　　　　円

ただし、　　年　　　月分　医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。

印

入院日数

日

総点数

点

自己負担額

円

①　日数

日

②　日数

日

③　日数

日

④　日数

日

⑤　日数

日

総点数

点

総点数

点

総点数

点

総点数

点

総点数

点

合　計

点

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

合　計

円

受給者番号 受給者氏名
生年月日　　　　　年　　　月　　　日

医療保険名称
医 療 保 険

記 号 番 号
記号 番号

※入院の状況　　期間（　　　　年　　　月　　　日～　　　　年　　　月　　　日）

※通院の状況

医
療
機
関
等
の
領
収
書
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

第４号様式（第５条関係）

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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印

受給資格証番号

氏　　　　　名

住　　　　　所

１ 破 損 　 　 ２ 紛 失 　 　 ３ そ の 他申　請　理　由

乳
　
幼
　
児

第５号様式（第６条関係）

奈良市乳幼児医療費受給資格証再交付申請書

年　　　　月　　　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　○

次のとおり受給資格証の再交付を申請します。

（注）１　破損のため再交付を受ける場合は、破損した受給資格証を添付してください。

　　　２　紛失のため再交付を受けた後、紛失した受給資格証を発見したときは、直ちに返還してください。

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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印

乳幼児氏名

新

旧

新

旧

新

旧

新

旧

理由

　　　年　　　月　　　日生年月日

記 号

被保険者

氏 名

保 険 者

番 号

保 険 の

名 称

番 号

保 険 の

名 称

乳 幼 児

との続柄

４　口座変更

口座名義人（養育者）種別

５　資格喪失 死亡　　転出　　生活保護　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

変更・喪失

年　月　日

支店名金融機関名

本　店

支　店

出張所

銀　行　

信用金庫

農　協　

支店名金融機関名

本　店

支　店

出張所

銀　行　

信用金庫

農　協　

年　　　　月　　　　日

受給者番号

金融機関コード 支店コード 口座番号

３
　加入医療

　　保険変更

１　氏名変更

２　住所変更

口 座 名 義 人

普通

当座

貯蓄

奈良市

奈良市

フリガナ

第６号様式（第７条関係）

奈良市乳幼児医療費助成変更届

年　　　　月　　　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　－　　　　　－

次のとおり届け出ます。

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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別記第７号様式及び第８号様式を削る｡

附　則

（施行期日）

１ この規則は､平成17年８月１日から施行する｡

（経過措置）

２ この規則による改正後の奈良市乳幼児医療費の助成に

関する条例施行規則（以下 ｢新規則｣という｡）の規定

は､この規則の施行の日（以下 ｢施行日｣という｡）以

後に行われた医療に係る医療費の助成について適用し､

施行日前に行われた医療に係る医療費の助成については､

なお従前の例による｡

３ 新規則第４条第１項に規定する乳幼児医療費受給資格

証の交付申請及び交付は､施行日前においても行うこと

がある｡

（平成17年７月29日掲示済）

奈良市母子家庭医療費の助成に関する条例施行規則の一

部を改正する規則をここに公布する｡

平成17年７月29日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

奈良市規則第79号

奈良市母子家庭医療費の助成に関する条例施行規則

の一部を改正する規則

奈良市母子家庭医療費の助成に関する条例施行規則（昭

和48年奈良市規則第33号）の一部を次のように改正する｡

第３条第１項を次のように改める｡

条例第４条第１項に規定する証明書の交付を受けよう

とする者は､奈良市母子医療費受給資格証交付（更新）

等申請書（別記第１号様式）を市長に提出するものとす

る｡

第４条第１項中 ｢次の各号に掲げる区分に応じ､それぞ

れ当該各号に掲げる証明書｣を ｢母子医療費受給資格証

（別記第２号様式｡以下 ｢資格証｣という｡）｣に改め､同

項各号を削り､同条第２項中 ｢医療証及び受給資格証｣を

｢資格証｣に改め､同条第３項を次のように改める｡

３ 資格証の交付を受けた者（以下 ｢受給者｣という｡）

は､資格証の有効期間が満了したときは､当該資格証を

直ちに市長に返還しなければならない｡

第５条を次のように改める｡

（市長が定める助成金控除額）

第５条 条例第３条第３号に規定する額は､病院若しくは

診療所等（保険薬局を除く｡）の診療報酬明細書（訪問

看護療養費明細書を含む｡）又は社会保険各法に定める

療養費支給申請書ごとに次の各号に掲げる場合の区分に

応じ､当該各号に定める額とする｡

第５条の次に次の１条を加える｡

（支給方法）

第５条の２ 助成金は､奈良市母子医療費受給資格証交付

（更新）等申請書に基づき支給するものとする｡ただし､

県外で受けた医療及び資格証の提示によらない医療に係

る助成金の支給を受けようとする者は､奈良市母子医療

費助成金交付請求書（別記第３号様式）を市長に提出し

なければならない｡

第６条の見出しを ｢（資格証の更新申請等）｣に改め､同

条第１項を次のように改める｡

受給者は､資格証の更新を受けようとするときは､毎

年７月末日までに奈良市母子医療費受給資格証交付（更

新）等申請書を市長に提出しなければならない｡

第６条第２項中 ｢医療証等｣を ｢資格証｣に改め､同条

第３項中 ｢前項｣を ｢第１項｣に､｢医療証等｣を ｢資格

証｣に改める｡

第７条第１項を次のように改める｡

受給者は､資格証を破損し､又は失つたときは､奈良

市母子医療費受給資格証再交付申請書（別記第４号様式）

により､市長に再交付を申請しなければならない｡

第７条第２項及び第３項中 ｢医療証等｣を ｢資格証｣に

改める｡

第８条中 ｢（別記第８号様式）に医療証等｣を ｢（別記第

５号様式）に資格証｣に改め､同条第２号を次のように改

める｡

氏名又は奈良市母子医療費受給資格証交付（更新）

等申請書に記載した申請者の口座を変更したとき｡

別記第１号様式から第５号様式までを次のように改める｡

外来療養である場合 500円

入院療養である場合 1,000円（14日未満の入院療養

である場合は､500円）

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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申請事由

１　18歳未満の児童を養育している配偶者のない女子

イ　夫と死別し、現在婚姻していない

ロ　夫と離婚し、現在婚姻していない

ハ　夫の生死が不明

ニ　夫から遺棄されている

ホ　夫が障がいのため長期間労働ができない

へ　夫が長期間拘禁されている

ト　未婚の母で、現在婚姻していない

チ　その他

２　父母のない18歳未満の児童

３　２の児童を養育している配偶者のない女子

記 号

被 保 険 者
氏 名
資 格 取 得
年 月 日
保 険 者
番 号
保 険 の
名 称

番　　号

申請者と
の 続 柄

　　年　　　　月　　　　日

金　融　機　関　名 支　　店　　名 口　座　名　義　人口　座　番　号 種別

銀　行　

信用金庫

農　協　

本　店

支　店

出張所

普通

当座

貯蓄
金融機関コード 支店コード

受給者番号

印

フリガナ

 次のとおり、母子医療費受給資格証の交付及び母子医療費助成金の支給を申請します。なお、受給期間中に市

長が世帯の所得の状況を調査すること及び高額療養費が生じる場合に当該療養に係る診療報酬明細書等の写しを

医療機関等から徴することを承諾します。

年　　　月　　　日　　

　　（あて先）奈良市長

加入医療保険

申
　
請
　
者

児 童 の
氏 名

記 号

被 保 険 者
氏 名
資 格 取 得
年 月 日
保 険 者
番 号
保 険 の
名 称

番　　号

児 童 と
の 続 柄

　　年　　　　月　　　　日

（申請者と異なる場合のみ記入）

児
　
　
　
童

前年中に受け取つた養育費の額　　　　　　　　　円

※１月～７月の新規申請の場合は、前々年中の額を記

　入してください。

児童扶養手当申請の有無（有・無・申請中）

番　号

番　号

住所

奈良市

　　　電話　　　－　　－

住所（申請者と異なる場合のみ記入）

性別

男・女

性別

男・女

男・女

男・女

男・女

生年月日

年　　月　　日

生年月日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

申請者（母等）氏名

　　　　　　　　　　　　　　　○

児童氏名（18歳未満）

フリガナ

フリガナ

フリガナ

フリガナ

続柄

フリガナ

申
請
者
の
口
座

別記

第１号様式（第３条、第５条の２、第６条、第８条関係）

奈良市母子医療費受給資格証交付（更新）等申請書

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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第２号様式（第４条、第５条の２－第８条関係）

母 子 医 療 費 受 給 資 格 証

年　　　月　　　日

公費負担者番号

受 給 者 番 号

住 所

氏 名

生年月日

有 効 期 間

発 行 機 関 名

及 び 印

交 付 年 月 日

（注）奈良県外で受診する場合は、自己負担額を支払う際領収

書を受け取つて市窓口へ直接申請してください。

受

給

者

母

年　　　月　　　日から

年　　　月　　　日まで

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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奈良市母子医療費助成金交付請求書

年　　月　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　－　　　　　　－

金　　　　　　　　　　　円

ただし、　　年　　　月分　医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。

印

入院日数

日

総点数

点

自己負担額

円

①　日数

日

②　日数

日

③　日数

日

④　日数

日

⑤　日数

日

総点数

点

総点数

点

総点数

点

総点数

点

総点数

点

合　計

点

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

合　計

円

受給者番号 受給者氏名
生年月日　　　　　年　　　月　　　日

医療保険名称
医 療 保 険

記 号 番 号
記号 番号

※入院の状況　　期間（　　　　年　　　月　　　日～　　　　年　　　月　　　日）

※通院の状況

医
療
機
関
等
の
領
収
書
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

第３号様式（第５条の２関係）

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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印

受給資格証番号

氏　　　　　名

住　　　　　所

１ 破 損 　 　 ２ 紛 失 　 　 ３ そ の 他申　請　理　由

受
給
者

第４号様式（第７条関係）

奈良市母子医療費受給資格証再交付申請書

年　　　　月　　　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　○

次のとおり受給資格証の再交付を申請します。

（注）１　破損のため再交付を受ける場合は、破損した受給資格証を添付してください。

　　　２　紛失のため再交付を受けた後、紛失した受給資格証を発見したときは、直ちに返還してください。

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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印

受給者氏名

新

旧

新

旧

新

旧

新

旧

　　　年　　　月　　　日生年月日

記 号

被保険者

氏 名

保 険 者

番 号

保 険 の

名 称

番 号

保 険 の

名 称

受 給 者

との続柄

４　口座変更

口座名義人（養育者）種別

５　資格喪失 死亡　　転出　　婚姻　　生活保護　　非監護　　その他（　　　　　　　　　　）

変更・喪失

年　月　日

支店名金融機関名

本　店

支　店

出張所

銀　行　

信用金庫

農　協　

支店名金融機関名

本　店

支　店

出張所

銀　行　

信用金庫

農　協　

年　　　　月　　　　日

受給者番号

金融機関コード 支店コード 口座番号

３　加入医療

　　保険変更

１　氏名変更

２　住所変更

口 座 名 義 人

普通

当座

貯蓄

奈良市

奈良市

フリガナ

理
由

第５号様式（第８条関係）

奈良市母子医療費助成変更届

年　　　　月　　　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　－　　　　　－

次のとおり届け出ます。

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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別記第６号様式から第８号様式までを削る｡

附 則

（施行期日）

１ この規則は､平成17年８月１日から施行する｡

（経過措置）

２ この規則による改正後の奈良市母子家庭医療費の助成

に関する条例施行規則（以下 ｢新規則｣という｡）の規

定は､この規則の施行の日（以下 ｢施行日｣という｡）

以後に行われた医療に係る医療費の助成について適用し､

施行日前に行われた医療に係る医療費の助成については､

なお従前の例による｡

３ 新規則第４条第１項に規定する母子医療費受給資格証

の交付申請､更新申請及び交付は､施行日前においても

行うことがある｡

（平成17年７月29日掲示済）

奈良市老人医療費の助成に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する｡

平成17年７月29日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

奈良市規則第80号

奈良市老人医療費の助成に関する条例施行規則の一

部を改正する規則

奈良市老人医療費の助成に関する条例施行規則（昭和46

年奈良市規則第36号）の一部を次のように改正する｡

第３条第１項を次のように改める｡

条例第５条第１項に規定する証明書の交付を受けよう

とする者は､老人医療費受給資格証交付（更新）申請書

（別記第１号様式）を市長に提出するものとする｡

第４条第１項を次のように改める｡

市長は､前条第１項の申請書を受理したときは､これ

を審査し､申請者が条例第２条に規定する要件に該当す

ると認めたときは､老人医療費受給資格証（別記第２号

様式｡以下 ｢資格証｣という｡）を交付するものとする｡

第４条第２項中 ｢医療証又は受給資格証（以下 ｢医療証

等｣という｡）｣を ｢資格証｣に改め､同条第３項中 ｢医療

証及び受給資格証｣を ｢資格証｣に改め､同条第４項中

｢医療証等｣を ｢資格証｣に改める｡

第５条を次のように改める｡

（支給方法）

第５条 条例第３条の規定により助成金の支給を受けよう

とする者は､老人医療費助成金交付請求書（別記第３号

様式）又は老人医療費助成金支給申請書（別記第４号様

式）を市長に提出しなければならない｡

第６条の見出しを ｢（資格証の更新申請等）｣に改め､同

条第１項を次のように改める｡

受給者は､資格証の更新を受けようとするときは､毎

年７月１日から同月31日までの間に､老人医療費受給資

格証交付（更新）申請書を市長に提出しなければならな

い｡

第６条第２項中 ｢前項｣を ｢第１項｣に､｢医療証等｣

を ｢資格証｣に改め､同項を同条第３項とし､同条第１項

の次に１項を加える｡

２ 第３条第２項の規定は､前項の規定による資格証の更

新申請をする場合について準用する｡

第７条第１項を次のように改める｡

受給者は､資格証を破損し､又は失つたときは､老人

医療費受給資格証再交付申請書（別記第５号様式）によ

り､市長に再交付を申請しなければならない｡

第７条第２項及び第３項中 ｢医療証等｣を ｢資格証｣に

改める｡

第８条中 ｢（別記第９号様式）に医療証等｣を ｢（別記第

６号様式）に資格証｣に改める｡

別記第１号様式から第６号様式までを次のように改める｡

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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印

（受給者）

世帯主

配偶者

交
付
申
請
事
由

※審査

１　65歳に達したため　　　　　　　　　　　４　その他

２　転入してきたため　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　保険に新たに加入したため

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（交付事由発生年月日　　　　年　　月　　日）

受給者

扶　養

義務者

保
　
　
険

加
入
医
療

※ 市民税の所得割課税状況

生年月日　　　　　　　　　年　　月　　日
対　象　者

配　偶　者

扶養義務者

住 所
被保険者

氏　　名

保　　険

種　　別

被保険者証

の記号番号

保険者名 保険者番号

（氏名）

（氏名）

受 給 者
との続柄

受 給 者
との続柄

非 課 税 ・ 課 　 税

非 課 税 ・ 課 　 税

非 課 税 ・ 課 　 税

ふりがな

氏　名

（住所）

（住所）

国（市・退・組）

健（政・組・日）・船・共

受 給 者

との続柄

本　　人
・
家　　族

別記

第１号様式（第３条、第４条、第６条関係）

老人医療費受給資格証交付（更新）申請書

年　　　　月　　　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者　住　所　奈良市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　）

次のとおり老人医療費受給資格証の交付（更新）を申請します。

※欄には記入しないでください。

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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第２号様式（第４条、第６条－第８条関係）

○ 裏面に注意事項を記載する。

老 人 医 療 費 受 給 資 格 証

年　　　月　　　日

公 費

負 担 者 番 号

受 給 者 番 号

居 住 地

氏 名

生年月日

有 効 期 間

発 行 機 関 名

及 び 印

交 付 年 月 日

（注）奈良県内で診療を受ける場合は、この証を必ず窓口に提

出してください。

受

給

者

老

年　　　月　　　日から

年　　　月　　　日まで

年　　　月　　　日

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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老人医療費助成金交付請求書

年　　月　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　住　所　奈良市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　－　　　　　　－

金　　　　　　　　　　　円

ただし、　　年　　　月分　医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。

印

入院日数

日

総点数

点

自己負担額

円

①　日数

日

②　日数

日

③　日数

日

④　日数

日

⑤　日数

日

総点数

点

総点数

点

総点数

点

総点数

点

総点数

点

合計

点

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

合計

円

受給者番号 受給者氏名
生年月日　　　　　年　　　月　　　日

医療保険名称
医 療 保 険

記 号 番 号
記号 番号

　　※入院の状況　　期間（　　　　年　　　月　　　日～　　　　年　　　月　　　日）

　　※通院の状況

医
療
機
関
等
の
領
収
証
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

第３号様式（第５条関係）

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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（あて先）奈良市長

上記のとおり、老人医療費助成金の支給を申請します。

受給期間中に高額療養費が生じる場合、助成金支給のため、当該療養に係る診療報酬明細書等の写しを医療機

関等から徴することを承諾します。

　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受給者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　○印

印

印

受給者番号

氏　　　名 生年月日 年　　　　月　　　　日生

居　住　地

（〒　　　　　　）

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

（ふりがな）

（委任状）

　私は、　　　　　　　　　を代理人と定め、次の権限を委任します。

　　　老人医療費助成金の受領に関すること。

　受給者の住所、氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○

　代理人の住所、氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○

金融機関コード 店舗コード

金 融 機 関 名

預 金 種 別

口 座 名 義 人

口

座

振

替

依

頼

欄

普通・貯蓄・（　　　　）

フリガナ

口座番号

銀　　行

信用金庫

信用組合

農　　協

本　店

支　店

出張所

第４号様式（第５条関係）

老人医療費助成金支給申請書

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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印

氏　　　　　名

住　　　　　所

１　破損　　　　２　紛失

受
給
者

受給資格証番号

申　請　理　由

備　　　　　考

　奈良市

第５号様式（第７条関係）

老人医療費受給資格証再交付申請書

年　　　　月　　　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者

　住　所　奈良市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　○

次のとおり医療費受給資格証の再交付を申請します。

（注）１　破損のため再交付を受ける場合は、破損した受給資格証を添付してください。

２　紛失のため再交付を受けた後、紛失した受給資格証を発見したときは、直ちに返還してください。

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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受 給 者 名

新

旧

新

旧

新

旧

新

旧

理由

期日

受給資格証番号

資 格 喪 失

死亡・転出・課税額変更（変更者名及び続柄）・その他

備 　 　 考

年　　　　月　　　　日

加 入 医 療

保 険 変 更

氏 名 変 更

住 所 変 更

扶 　 　 養

義 務 者

変 　 　 更

（
変
更
期
日
）
　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
月
　
　
　
　
日

被保険

者氏名

保　険

種　別

名　　称

名　　称

保険者

番　号

国（市・退・組）

健（政・組・日）・船・共

記号

番号

本人・

家族　

記号

番号

住 所
受 給 者

との続柄

第６号様式（第８条関係）

老人医療費助成変更届

年　　　　月　　　　日　　

（あて先）奈良市長　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住　所　奈良市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　－　　　　　－

次のとおり届け出ます。

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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別記第７号様式から第９号様式までを削る｡

附 則

（施行期日）

１ この規則は､平成17年８月１日から施行する｡

（経過措置）

２ この規則による改正後の奈良市老人医療費の助成に関

する条例施行規則（以下 ｢新規則｣という｡）の規定は､

この規則の施行の日（以下 ｢施行日｣という｡）以後に

行われた医療に係る医療費の助成について適用し､施行

日前に行われた医療に係る医療費の助成については､な

お従前の例による｡

３ 新規則第４条第１項に規定する老人医療費受給資格証

の交付申請､更新申請及び交付は､施行日前においても

行うことがある｡

（平成17年７月29日掲示済）

奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例施行規則の

一部を改正する規則をここに公布する｡

平成17年７月29日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

奈良市規則第81号

奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例施行規

則の一部を改正する規則

奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例施行規則

（昭和47年奈良市規則第11号）の一部を次のように改正す

る｡

第３条第１項を次のように改める｡

条例第４条第１項に規定する証明書の交付を受けよう

とする者は､心身障害者医療費受給資格証交付（更新）

申請書（別記第１号様式）を市長に提出するものとする｡

第３条第２項第３号中 ｢又は愛語手帳｣を削る｡

第４条第１項中 ｢次の各号に掲げる区分に応じ､それぞ

れ当該各号に掲げる証明書｣を ｢心身障害者医療費受給資

格証（別記第２号様式｡以下 ｢資格証｣という｡）｣に改め､

同項各号を削り､同条第２項中 ｢医療証及び受給資格証｣

を ｢資格証｣に改め､同条第３項を次のように改める｡

３ 資格証の交付を受けた者（以下 ｢受給者｣という｡）

は､資格証の有効期間が満了したときは､当該資格証を

直ちに市長に返還しなければならない｡

第５条を次のように改める｡

（市長が定める助成金控除額）

第５条 条例第３条第３号に規定する額は､病院若しくは

診療所等（保険薬局を除く｡）の診療報酬明細書（訪問

看護療養費明細書を含む｡）又は社会保険各法に定める

療養費支給申請書ごとに次の各号に掲げる場合の区分に

応じ､当該各号に定める額とする｡

外来療養である場合 500円

入院療養である場合 1,000円（14日未満の入院療

養である場合は500円）

第５条の次に次の１条を加える｡

（支給方法）

第５条の２ 条例第３条の規定により助成金の支給を受け

ようとする者は､心身障害者医療費助成金交付請求書

（別記第３号様式）又は心身障害者医療費助成金支給申

請書（別記第４号様式）を市長に提出しなければならな

い｡

第６条の見出しを ｢（資格証の更新申請等）｣に改め､同

条第１項を次のように改める｡

受給者は､資格証の更新を受けようとするときは､心

身障害者医療費受給資格証交付（更新）申請書を市長に

提出しなければならない｡

第６条第２項中 ｢医療証等｣を ｢資格証｣に改め､同条

第３項中 ｢前項｣を ｢第１項｣に､｢医療証等｣を ｢資格

証｣に改める｡

第７条第１項を次のように改める｡

受給者は､資格証を破損し､又は失つたときは､心身

障害者医療費受給資格証再交付申請書（別記第５号様式）

により､市長に再交付を申請しなければならない｡

第７条第２項及び第３項中 ｢医療証等｣を ｢資格証｣に

改める｡

第８条中 ｢奈良市心身障害者医療費助成変更届（別記第

８号様式）に医療証等｣を ｢心身障害者医療費助成変更届

（別記第６号様式）に資格証｣に改める｡

別記第１号様式から第６号様式までを次のように改める｡

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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印

受給者

 ふりがな

 氏　名 年　　　月　　　日　

生　年　月　日

番　号名　称 記　号

被保険

者氏名

種　別

住　所氏　名

住　所

保険者

所在地

交
付
申
請
事
由

加

入

医

療

保

険

住　所氏　名

配偶者

扶　養

義務者

配偶者本人※ 前年度の所得状況
扶　養

義務者

住　所

保険者

番　号

※

確

認

欄

　上記のとおり、心身障害者医療費受給資格証の交付（更新）を申請いたします。

　本受給資格申請の審査を受けるために必要な所得等の情報を、奈良市が閲覧・使用することを承諾します。

　　　　　　　年　　月　　日

申請者氏名　　　　　　　　　　　　　○　

（あて先）奈　良　市　長　

１　心身障害者になつたため　　　　４　その他（　　　　　　）

２　転入してきたため　　　　　　　５　更新

３　保険に新たに加入したため

　　　　　（交付事由発生年月日　　　　　年　　　月　　　日）

国 （ 市 ・ 退 ・ 組 ） ・ 健 （ 政 ・ 組 ・ 日 ） ・ 船 ・ 共

受給者との続柄（　　）

（ＴＥＬ　　　　　　　　　）

受給者との続柄（　　）

円 円 円

身障手帳　　１級・２級

（第　　　　　号）

療育手帳　　Ａ・Ｂ

（第　　　　　号）

別記

第１号様式（第３条、第４条、第６条関係）

心身障害者医療費受給資格証交付（更新）申請書

  

（注）※印の欄は、記入しないでください。

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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第２号様式（第４条、第６条－第８条関係）

心身障害者医療費受給資格証

年　　　月　　　日

受 給 者 番 号

公費負担者番号

居 住 地

氏 名

生年月日

有 効 期 間

発 行 機 関 名

及 び 印

交 付 年 月 日

（注）奈良県外で医療を受ける場合は、自己負担金を支払う際、

領収書をもらつて奈良市長へ申請してください。

受

給

者

障

年　　　月　　　日から

年　　　月　　　日まで

年　　　月　　　日

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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心身障害者医療費助成金交付請求書

年　　月　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フリガナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　－　　　　　　－

金　　　　　　　　　　　円

ただし、　　年　　　月分　医療費助成金を上記のとおり交付されるよう請求します。

印

入院日数

日

総点数

点

自己負担額

円

①　日数

日

②　日数

日

③　日数

日

④　日数

日

⑤　日数

日

総点数

点

総点数

点

総点数

点

総点数

点

総点数

点

合計

点

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

自己負担額

円

合計

円

受給者番号 受給者氏名
生年月日　　　　　年　　　月　　　日

医療保険名称
医 療 保 険

記 号 番 号
記号 番号

　　※入院の状況　　期間（　　　　年　　　月　　　日～　　　　年　　　月　　　日）

　　※通院の状況

医
療
機
関
等
の
領
収
書
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

第３号様式（第５条の２関係）

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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（あて先）奈良市長

上記のとおり、心身障害者医療費助成金の支給を申請します。

受給期間中に高額療養費が生じる場合、助成金支給のため、当該療養に係る診療報酬明細書等の写しを医療

機関等から徴することを承諾します。

　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受給者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　○印

受給者番号

氏　　　名 生年月日 年　　　　月　　　　日生

住　　　所

（〒　　　　　　）

　奈良市

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

（ふりがな）

金融機関コード 店舗コード

金 融 機 関 名

預 金 種 別

口 座 名 義 人

口

座

振

替

依

頼

欄

普通・貯蓄・（　　　　）

フリガナ

口座番号

銀　　行

信用金庫

信用組合

農　　協

本店

支店

出張所

男
女

第４号様式（第５条の２関係）

心身障害者医療費助成金支給申請書

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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印

氏
　
　
　
名

住
　
　
　
所

１
　
破
損
　
　
２
　
紛
失
　
　
３
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

申
　
請
　
理
　
由

受
給
者
番
号

備
　
　
　
　
　
考

印

受
給
者
番
号

（
備
考
）

Ｔ
Ｅ
Ｌ

１
　
氏
名
変
更

２
　
住
所
変
更

３
　
加
入
医
療

　
保
険
変
更

４
　
資
格
喪
失

新 旧 新 旧 新 旧

理
由

（
種
別
）

　
国
（
市
・
退
・
組
）
・
健
（
政
・
組
・
日
）
・
船
・
共

（
名
称
）
　
　
　
　
　
　
　
（
被
保
険
者
）

（
記
号
・
番
号
）
　
　
　
　
（
所
在
地
）

　
（
名
称
）
　
　
　
　
　
　
　
　
（
記
号
・
番
号
）

　
死
亡
　
　
　
転
出
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

年
　
　
　
　
　
　
月
　
　
　
　
　
　
日
　
　
　
　
　

受
給
者
氏
名

変
更
・
喪
失
年
月
日

第
５
号
様
式
（
第
７
条
関
係
） 心
身
障
害
者
医
療
費
受
給
資
格
証
再
交
付
申
請
書

年
　
　
　
　
月
　
　
　
　
日
　
　

（
あ
て
先
）
奈
良
市
長

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

申
請
者

　
住
　
所

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
氏
　
名
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
○

次
の
と
お
り
受
給
資
格
証
の
再
交
付
を
申
請
し
ま
す
。

第
６
号
様
式
（
第
８
条
関
係
）

心
身
障
害
者
医
療
費
助
成
変
更
届

年
　
　
　
　
月
　
　
　
　
日
　
　

（
あ
て
先
）
奈
良
市
長

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

届
出
者

　
住
　
所

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
氏
　
名
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
○

次
の
と
お
り
届
け
出
ま
す
。

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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別記第７号様式及び第８号様式を削る｡

附 則

（施行期日）

１ この規則は､平成17年８月１日から施行する｡

（経過措置）

２ この規則による改正後の奈良市心身障害者医療費の助

成に関する条例施行規則（以下 ｢新規則｣という｡）の

規定は､この規則の施行の日（以下 ｢施行日｣という｡）

以後に行われた医療に係る医療費の助成について適用し､

施行日前に行われた医療に係る医療費の助成については､

なお従前の例による｡

３ 新規則第４条第１項に規定する心身障害者医療費受給

資格証の交付申請､更新申請及び交付は､施行日前にお

いても行うことがある｡

（平成17年７月29日掲示済）

告 示

奈良市告示第443号

奈良市難病患者等ホームヘルプサービス事業運営要綱を

次のように定める｡

平成17年７月19日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

奈良市難病患者等ホームヘルプサービス事業運営要

綱

（目的）

第１条 この要綱は､難病患者等の家庭等にホームヘルパー

（以下 ｢ヘルパー｣という｡）を派遣して､日常生活を営

むのに必要な便宜を供与する難病患者等ホームヘルプサー

ビス事業（以下 ｢ホームヘルプサービス｣という｡）を

実施することにより､難病患者等の福祉の増進を図るこ

とを目的とする｡

（定義）

第２条 この要綱において ｢難病患者等｣とは､難病患者

等居宅生活支援事業の対象となる厚生労働科学研究難治

性疾患克服研究事業（特定疾患調査研究分野）の対象疾

患等について（平成15年４月22日健疾発第0422006号

厚生労働省健康局疾病対策課長通知）に定める厚生労働

科学研究難治性疾患克服研究事業（特定疾患調査研究分

野）対象疾患患者及び慢性関節リウマチ患者をいう｡

（事業の実施）

第３条 ホームヘルプサービスは､ヘルパーの派遣対象､

サービス内容及び費用負担区分の決定を除き､適切なホー

ムヘルプサービスの運営が確保できると認められる医療

法人､社会福祉法人等に委託することにより実施するも

のとする｡

（対象者）

第４条 ホームヘルプサービスを受けることができる者

（以下 ｢対象者｣という｡）は､市内に住所を有する難病

患者等で､次のいずれにも該当するものとする｡

在宅で療養が可能な程度に病状が安定していると医

師によって判断されること｡

日常生活を営むのに支障があり､身体の介護､家事

の援助等の便宜を必要とすること｡

２ 前項の規定にかかわらず､次のいずれかに該当する者

は､対象者としない｡

施設入所又は入院加療を要する者

ヘルパーの業務に支障をきたすおそれがある者

介護保険法（平成９年法律第123号）､老人福祉法

その他ヘルパーを派遣することが不適当と認められ

る者

（サービスの内容）

第５条 ヘルパーが行うサービスは､次に掲げるもののう

ち､市長が必要と認めるものとする｡

身体の介護に関すること｡

ア 食事の介護

イ 排せつの介護

ウ 衣類着脱の介護

エ 入浴の介護

オ 身体の清しき及び洗髪

カ 通院等の介護

キ その他必要な身体の介護

家事の援助に関すること｡

ア 調理

イ 衣類の洗濯及び補修

ウ 住居の掃除及び整理整とん

エ 生活必需品の買物

オ 関係機関との連絡

カ その他必要な家事援助

相談及び助言に関すること｡

ア 生活､身上及び介護に関する相談及び助言

イ その他必要な相談及び助言

（派遣回数及び派遣時間）

第６条 ヘルパーの派遣回数及び派遣時間（訪問から辞去

までの実質サービス時間数をいう｡以下同じ｡）は､次

によるものとする｡

身体介護業務についての派遣回数は､対象者１人に

つき１週当たり５回までとする｡

家事援助業務についての派遣回数は､対象者１人に

つき１週当たり３回までとする｡

派遣時間は､１日につき４時間以内とする｡

（派遣の申請）

第７条 ヘルパーの派遣を受けようとする者は､奈良市難

病患者等ホームヘルパー派遣（変更）申請書（別記第１

号様式）に､次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない｡

診断書（別記第２号様式）

生計中心者の所得税額を証明できる証票（１月から

（昭和38年法律第133号）､身体障害者福祉法（昭和24

年法律第283号）等の規定に基づく訪問介護又はこれ

に相当するサービスの対象となる者

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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利用者負担額

（１時間当たり）
利用者世帯の階層区分

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

0

0

250

400

650

850

950

生活保護法（昭和25年法律第14

4号）による被保護世帯（単給

世帯を含む。）

生計中心者が前年所得税非課税

の世帯

生計中心者の前年所得税課税年

額が10,000円以下の世帯

生計中心者の前年所得税課税年

額が10,001円以上30,000円以下

の世帯

生計中心者の前年所得税課税年

額が30,001円以上80,000円以下

の世帯

生計中心者の前年所得税課税年

額が80,001円以上140,000円以

下の世帯

生計中心者の前年所得税課税年

額が140,001円以上の世帯

円

別表（第９条関係）

難病患者等ホームヘルプサービス事業費用負担基準

３月までは前々年､４月から12月までは前年の所得

に係るもの）

２ 前項の申請は､原則として難病患者等又はその者の属

する世帯の生計中心者が行うものとする｡

３ 前２項の規定は､ヘルパーの派遣の決定を受けている

者が､その決定の内容の変更を受けようとする場合に準

用する｡

（派遣の決定）

第８条 市長は､前条の申請があったときは､難病患者等

及び世帯の状況を世帯調査書（別記第３号様式）により

調査し､ヘルパーの派遣又はその変更の要否を決定する

ものとする｡

２ 市長は､ヘルパーの派遣を決定し､又は決定内容を変

更したときは奈良市難病患者等ホームヘルパー派遣決定

（変更）通知書（別記第４号様式）により､ヘルパーを

派遣しないことと決定したときは奈良市難病患者等ホー

ムヘルパー派遣不承認通知書（別記第５号様式）により､

申請者に通知するものとする｡

３ 市長は､ヘルパーの派遣が緊急を要すると認めたとき

は､前条の申込み及び第１項の決定を口頭により処理し､

事後において所定の手続を行うものとする｡

４ 市長は､定期的にヘルパーの派遣の継続の要否につい

て見直しを行うものとする｡

（費用負担の決定）

第９条 ヘルパーの派遣決定を受けた者（以下 ｢利用者｣

という｡）は､別表の基準によりヘルパーの派遣に要し

た費用（以下 ｢派遣費用｣という｡）及び第５条のサー

ビスを受けるために必要な交通費等を負担するものとす

る｡

２ 市長は､派遣費用の額を１月ごとに積算した派遣時間

数（１時間未満は､切り捨てるものとする｡）に応じ月

単位で決定し､奈良市難病患者等ホームヘルパー派遣費

用徴収金決定通知書（別記第６号様式）により通知する

ものとする｡

（派遣の一時停止等）

第10条 市長は､利用者が医療機関に入院する等によりヘ

ルパーを派遣する必要がないと認められるときは､ヘル

パーの派遣を一時停止することがある｡

２ 市長は､利用者が次のいずれかに該当するときは､ヘ

ルパーの派遣を廃止することがある｡

第４条に規定する対象者の要件に該当しなくなった

とき｡

虚偽の申請その他不正な手段により派遣決定を受け

たことが判明したとき｡

派遣費用を納付しなかったとき｡

前３号に掲げるもののほか､ヘルパーを派遣するこ

とが適当でないと市長が認めたとき｡

３ 市長は､前２項の規定によりヘルパーの派遣の一時停

止若しくは廃止を決定したとき又は一時停止したヘルパー

の派遣を再開したときは､奈良市難病患者等ホームヘル

パー派遣（停止・廃止・再開）通知書（別記第７号様式）

により通知するものとする｡

（ホームヘルパー）

第11条 ヘルパーは､次の要件を備えている者のうちから

選考するものとする｡

心身ともに健全であること｡

難病患者等の福祉に理解と熱意を有すること｡

難病患者等の介護､家事及び相談助言を適切に実施

する能力を有すること｡

２ ヘルパーは､その勤務中常にヘルパーであることを証

明する証票を携行するものとする｡

３ ヘルパーは､派遣対象世帯を訪問する都度､原則とし

て難病患者等の確認を受けるものとする｡

（派遣確認簿の整理及び台帳）

第12条 市長は､ホームヘルプサービスの状況を明確にす

るため､奈良市難病患者等ホームヘルプサービス派遣確

認簿及び奈良市難病患者等ホームヘルプサービス台帳を

整備するものとする｡

（その他）

第13条 この要綱に定めるもののほか､ホームヘルプサー

ビスの実施について必要な事項は､市長が別に定める｡

附 則

この告示は､平成17年７月19日から施行する｡

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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派遣を必要とする者

疾 患 名

派遣（変更）を希望

する理由

希望するサービス内

容

住 所

氏 名

生 年 月 日

身 体 介 護

家 事 援 助

相 談 及 び

助 言

奈良市

（電話　　　　－　　　　－　　　　）

　　　　　　年　　　　月　　　　日（　　　　　歳）　男・女

ア　食事　　　イ　排せつ　　　ウ　衣類着脱　　エ　入浴

オ　身体の清しき及び洗髪　　　カ　通院等の介護　

キ　その他の介護（　　　　　　　　　　　　　　　　）

ア　調理　　　イ　衣類の洗濯及び補修　　　ウ　掃除及び整理整とん

エ　買物　　　オ　関係機関との連絡　

カ　その他の援助（　　　　　　　　　　　　　）

ア　生活、身上及び介護に関する相談及び助言

イ　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

別記

第１号様式（第７条関係）

奈良市難病患者等ホームヘルパー派遣（変更）申請書

年　　月　　日　　

（あて先）奈良市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　－　　　　　　－

次のとおりホームヘルパーの派遣を申請します。

印

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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ア　身体介護　　時間

イ　家事援助　　時間
回　　（　　　　　曜日）

午前・午後　　時から　　時まで　　時間

午前・午後　　時から　　時まで　　時間

１週間当たりの派遣回数・希望時間数希望する派遣回数及び

時間

世帯の状況及び緊急時

の連絡先

（本人を除く。）

備 考

氏 名 続　柄 電話番号
所得

状況
別居の場合の住所年齢

添付書類

●　診断書

●　生計中心者の所得税額を証明できる証票（１月から３月までは前々年、４月から12月までは前年の所得に係

るもの）

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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印

患 者 氏 名

患 者 住 所

疾 患 名

病 状

（　　　　　　年　　月　　日生）男・女　　

奈良市

１　在宅で療養が可能な程度に病状が安定しているか否か。（当面、在宅での療養が可能であると判断できるか

否か。）

２　ホームヘルパー派遣に当たっての医学上の留意点（禁忌事項等）

（伝染性疾患　　有（　　　　　　　　　）・無）

上記の患者は、在宅で療養が可能な程度に症状が安定しており、症状等については以上のとおりであると診断

します。

　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療機関所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当医師名　　　　　　　　　　　　　　○

第２号様式（第７条関係）

（難病患者等ホームヘルプサービス事業用）

※　この診断書は、奈良市難病患者等ホームヘルプサービス事業の申請に係る診断書としてのみ利用できます。

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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住 所

氏 名

生 年 月 日

奈良市

（電話　　　　－　　　－　　　　　）

　

年　　　　月　　　　日　（　　　　歳）　　男・女　　

家

族

状

況

等

疾

病

の

状

況

等

世

帯

状

況

階 層 区 分

生 活 保 護

A・B・C・D・E・F・G

有・無

疾患名 受診医療機関名 受診状況：

通院・往診　　週　　　回

（月・火・水・木・金・土・日）

受診状況：

通院・往診　　週　　　回

（月・火・水・木・金・土・日）

受診状況：

通院・往診　　週　　　回

（月・火・水・木・金・土・日）

医療機関所在地

（電話　　　　－　　　－　　　　　）

住所

（電話　　　　－　　　－　　　　　）

主治医名

担当民生委員名

氏　　　名 続柄 緊急時電話番号職業・勤務先年齢 性別

特に注意するサービス内容

本人を含めた同居家族数

人　　

・独居　　　　　・夫婦

・夫婦と子ども

・夫婦と親　　　・３世代

・その他（　　　　　　　）

第３号様式（第８条関係）

世　　帯　　調　　査　　書

年　　　　月　　　　日　　調査　　

　　　　　　　　　　　　　調査員名

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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氏
名

住
所
奈
良
市

　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
月
　
　
　
　
日

　 ア
　
食
事
　
　
イ
　
排
せ
つ
　
　
ウ
　
衣
類
着
脱
　
　
エ
　
入
浴

オ
　
身
体
の
清
し
き
及
び
洗
髪
　
カ
　
通
院
等
の
介
護

キ
　
そ
の
他
の
介
護
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

ア
　
調
理
　
　
イ
　
衣
類
の
洗
濯
及
び
補
修
　
　
ウ
　
掃
除
及
び
整
理

整
と
ん
　
　
エ
　
買
物
　
　
オ
　
関
係
機
関
と
の
連
絡

カ
　
そ
の
他
の
援
助
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

ア
　
生
活
、
身
上
及
び
介
護
に
関
す
る
相
談
及
び
助
言

イ
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

派
遣
開
始
日

身
体
介
護

家
事
援
助

相
談
及
び

助
言
　
　

利
用
者

サ
ー
ビ
ス

の
内
容

登
　
録

番
　
号

派
遣
回
数

及
び
時
間

等

ア
　
身
体
介
護
　
　
　
　
時
間

イ
　
家
事
援
助
　
　
　
　
時
間

階
層
区
分

負
　
担
　
額

　
　
　
（
円
）

費
　
用
　
負
　
担
　
区
　
分

Ｇ
Ｆ

Ｅ
Ｄ

Ｃ
Ｂ

Ａ

備 考

１
週
間
当
た
り
の
派
遣
回
数
・
希
望
時
間
数

回
　
　
（
　
　
　
　
　
曜
日
）

午
前
・
午
後
　
　
時
か
ら
　
　
時
ま
で

（
　
　
　
　
　
）
時
間
　
　

午
前
・
午
後
　
　
時
か
ら
　
　
時
ま
で

（
　
　
　
　
　
）
時
間
　
　

第
４
号
様
式
（
第
８
条
関
係
）

奈
良
市
難
病
患
者
等
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣
決
定
（
変
更
）
通
知
書

第
　
　
　
　
　
号
　
　

年
　
　
月
　
　
日
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
様

奈
良
市
長
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
□
　
　

　
　
　
　
年
　
　
月
　
　
日
付
け
で
申
請
の
あ
っ
た
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
派
遣
に
つ
い
て
は
、
次
の
と

お
り
決
定
（
変
更
）
し
ま
し
た
の
で
通
知
し
ま
す
。

印

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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第
５
号
様
式
（
第
８
条
関
係
）

奈
良
市
難
病
患
者
等
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣
不
承
認
通
知
書

第
　
　
　
　
　
号
　
　

年
　
　
月
　
　
日
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
様

奈
良
市
長
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
□
　
　

　
　
　
　
年
　
　
月
　
　
日
付
け
で
申
請
の
あ
っ
た
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
派
遣
に
つ
い
て
は
、
次
の
理

由
に
よ
り
派
遣
で
き
な
い
の
で
通
知
し
ま
す
。

（
理
由
）

第
６
号
様
式
（
第
９
条
関
係
）

奈
良
市
難
病
患
者
等
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣
費
用
徴
収
金
決
定
通
知
書

第
　
　
　
　
　
号
　
　

年
　
　
月
　
　
日
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
様

奈
良
市
長
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
□
　
　

　
　
　
　
年
　
　
月
　
　
日
付
け
で
決
定
し
た
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
派
遣
に
係
る
　
　
月
分
費
用
徴
収

金
に
つ
い
て
次
の
と
お
り
決
定
し
た
の
で
、
別
紙
納
入
通
知
書
に
よ
り
納
入
し
て
く
だ
さ
い
。

１
　
利
用
者

２
　
派
遣
時
間
数
　
　
　
　
　
　
　
　
時
間

３
　
費
用
負
担
額
　
　
　
　
　
　
　
　
円

＊
内
訳

１
時
間
当
た
り
の
利
用
者
負
担
額
　
　
　
円
×
サ
ー
ビ
ス
派
遣
時
間
数
　
　
時
間
＝
　
　
　
　
　
円

印
印

奈 良 市 公 報号外第22号
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印

氏
　
　
名

住
　
　
所

登
録
番
号

利
用
者

奈
良
市

停
止
　
・
　
廃
止
　
・
　
再
開

　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
月
　
　
　
　
日

　 　
　
　
　
年
　
　
月
　
　
日
　
～
　
　
　
　
　
年
　
　
月
　
　
日

決
定
事
項

廃
止
（
再
開
）
年
月
日

停
止
期
間

理
由

第
７
号
様
式
（
第
1
0
条
関
係
）

奈
良
市
難
病
患
者
等
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
派
遣
（
停
止
・
廃
止
・
再
開
）
通
知
書

第
　
　
　
　
　
号
　
　

年
　
　
月
　
　
日
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
様

奈
良
市
長
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
□
　
　

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
派
遣
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
決
定
し
た
の
で
通
知
し
ま
す
。

申請者住所

申請者氏名

道路の位置

道路の幅員

道路の延長

指定年月日

指 定 番 号

大阪市中央区上汐二丁目２番１号

株式会社ジョーコーポレーション

代表取締役　城下　堅司

奈良市南紀寺町三丁目287番地の18

最大5.0ｍ　　最小5.0ｍ

30.67ｍ

平成17年７月19日

第17006号

（平成17年７月19日掲示済）

奈良市告示第444号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第

５号の規定による道路の位置を次のとおり指定したので建

築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第10条の

規定により公告します｡

平成17年７月19日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

（平成17年７月19日掲示済）

奈良市告示第445号

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により､開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告します｡

なお､当該開発区域を表示した図書は､奈良市都市整備

部開発指導課において一般の閲覧に供します｡

平成17年７月19日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 許可の年月日及び番号

平成16年10月25日 奈良市指令都整開第04A－30号

平成17年３月23日 奈良市指令都整開第04A－30－１

号

２ 検査済証の交付年月日及び番号

開発行為 平成17年７月19日 第937号

公共施設 平成17年７月19日 第402号

３ 開発区域に含まれる地域

奈良市六条西六丁目248番地の１の一部､248番地の11

の一部及び248番地の12の一部

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

奈良市中町4268番地

山上 美代子

５ 公共施設の種類､位置及び区域

道路

奈良市六条西六丁目248番地の１の一部､248番地の

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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変更事項 変　更

年月日

平成17年

７月１日

施術者

の氏名

竹田信吉

施術者の住所地

奈良市法蓮町

410－５

施術所

の名称

竹田整骨院

施術所の所在地

奈良市南城戸町

21

旧

（所在地）奈良市法

蓮町410－５

新

（所在地）奈良市南

城戸町21

（平成17年７月20日掲示済）

奈良市告示第448号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示します｡

平成17年７月20日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成17年７月20日

３ 移動対象区域

近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成17年７月20日掲示済）

奈良市告示第449号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示します｡

平成17年７月21日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成17年７月21日

３ 移動対象区域

近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成17年７月21日掲示済）

奈良市告示第450号

国土調査を行うので､国土調査法（昭和26年法律第180

11の一部及び248番地の12の一部

下水道

奈良市六条西六丁目248番地の１の一部､248番地

の11の一部及び248番地の12の一部

公園

奈良市六条西六丁目248番地の１の一部

調整池

奈良市六条西六丁目248番地の１の一部

（平成17年７月19日掲示済）

奈良市告示第446号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示します｡

平成17年７月19日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成17年７月19日

３ 移動対象区域

近鉄大和西大寺駅周辺自転車等放置禁止区域

４ 保管場所

奈良市大安寺西二丁目288－１

奈良市自転車等保管施設

５ 引取期間

移動日から60日間｡ただし､奈良市の休日を定める

条例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第1項に規定

する市の休日（毎月の第２及び第４土曜日を除く｡）を

除く｡

６ 引取時間

午前９時から午後４時30分まで

７ 引取りのための必要事項

印鑑､自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認でき

るもの（学生証・運転免許証・保険証等）をお持ちく

ださい｡

次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します｡

ア 移動費 2,000円

イ 保管費 1,000円（ただし､移動日から14日以内は

無料）

８ 連絡先

奈良市企画部交通政策課 電話0742－34－1111代表

（平成17年７月19日掲示済）

奈良市告示第447号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条において

準用する同法第50条の２の規定により、指定施術機関か

ら次のとおり変更した旨の届出がありましたので同法第

55条の２の規定により告示します｡

平成17年７月20日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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１　この通知書の送達年月日

２　この公示送達により変更

する納期限

平成17年６月15日

第１期分

 平成17年６月30日

第２期分

 平成17年８月１日

第３期分

３　送達を受けるべき者

 平成17年８月31日

第４期分

 平成17年９月30日

第５期分

 平成17年10月30日

第６期分

 平成17年11月30日

第７期分

 平成17年12月26日

第８期分

 平成18年１月31日

第９期分

 平成18年２月28日

第10期分

 平成18年３月31日

第１期分

 平成17年８月31日

第２期分

 平成17年８月31日

第３期分

 平成17年８月31日

第４期分

 平成17年９月30日

第５期分

 平成17年10月30日

第６期分

 平成17年11月30日

第７期分

 平成17年12月26日

第８期分

 平成18年１月31日

第９期分

 平成18年２月28日

第10期分

 平成18年３月31日

省略

変
　
　
　
　
更
　
　
　
　
前

変
　
　
　
　
更
　
　
　
　
後

規 約 の 変 更 （ 名 称 ）

号）第７条の規定により次のとおり公示します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 事業計画が公示された年月日

平成17年７月15日（平成17年奈良県告示第224号）

２ 調査を実施する者の名称

奈良市

３ 調査地域

奈良市荻町及び小倉町の各一部の地域

４ 調査期間

平成17年７月22日から平成18年３月31日まで

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第451号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成17年７月22日

３ 移動対象区域

近鉄新大宮駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第452号

平成17年度国民健康保険料決定通知書を郵送しました

が､その送達を受けるべき者の住所等が不明のため送達す

ることができないので奈良市国民健康保険条例（昭和34

年奈良市条例第13号）第22条において準用する地方税法

（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により､次の

とおり公示送達します｡

なお､この公示送達に係る関係書類は､奈良市市民生活

部国民健康保険課で保管し､送達を受けるべき者から交付

の申し出があれば､いつでも交付します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第453号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11

項の規定により石打自治会から告示した事項の変更の届出

がありましたので､同条第10項の規定により次のとおり

告示します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 変更があった事項及びその内容

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）
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変　　更　　前

石打区

変　　更　　前

区

変　　更　　前

区

添上郡月ヶ瀬村大字石打

変　　更　　前

添上郡月ヶ瀬村大字石打

変　　更　　前

添上郡月ヶ瀬村大字石打

変　　更　　後

石打自治会

変　　更　　後

自治会

変　　更　　後

自治会

奈良市月ヶ瀬石打

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬石打

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬石打

規 約 の 変 更 （ 目 的 ）

規 約 の 変 更 （ 区 域 ）

規 約 の 変 更 （ 事 務 所 ）

代 表 者 の 住 所 変 更

変　　更　　前

尾山区

変　　更　　前

区

本区

変　　更　　前

区

奈良県添上郡月ヶ瀬村

大字尾山　　　　　　

変　　更　　後

尾山自治会

変　　更　　後

自治会

本会

変　　更　　後

会

奈良市月ヶ瀬尾山

規 約 の 変 更 （ 名 称 ）

規 約 の 変 更 （ 目 的 ）

規 約 の 変 更 （ 区 域 ）

規 約 の 変 更 （ 事 務 所 ）

変　　更　　前

奈良県添上郡月ヶ瀬村

大字尾山　　　　　　

月ヶ瀬村

変　　更　　前

添上郡月ヶ瀬村大字尾山

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬尾山

月ヶ瀬

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬尾山

代 表 者 の 住 所 変 更

変　　更　　前

長引区

本区

変　　更　　前

長引区

変　　更　　前

区

添上郡月ヶ瀬村大字長引

変　　更　　前

月ヶ瀬村大字長引

変　　更　　前

添上郡月ヶ瀬村大字長引

変　　更　　後

長引自治会

本自治会

変　　更　　後

長引自治会

変　　更　　後

自治会

奈良市月ヶ瀬長引

変　　更　　後

月ヶ瀬長引

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬長引

規 約 の 変 更 （ 名 称 ）

規 約 の 変 更 （ 目 的 ）

規 約 の 変 更 （ 区 域 ）

規 約 の 変 更 （ 事 務 所 ）

代 表 者 の 住 所 変 更

２ 変更の年月日

平成17年４月１日

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第454号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11

項の規定により尾山自治会から告示した事項の変更の届出

がありましたので､同条第10項の規定により次のとおり

告示します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 変更があった事項及びその内容

２ 変更の年月日

平成17年４月１日

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第455号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11

項の規定により長引自治会から告示した事項の変更の届出

がありましたので､同条第10項の規定により次のとおり

告示します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 変更があった事項及びその内容

２ 変更の年月日

平成17年４月１日

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第456号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11

奈 良 市 公 報号外第22号
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変　　更　　前

月瀬区

変　　更　　前

区

月ヶ瀬村

変　　更　　前

本区

添上郡月ヶ瀬村大字月瀬

変　　更　　前

添上郡月ヶ瀬村大字月瀬

変　　更　　前

添上郡月ヶ瀬村大字月瀬

変　　更　　後

月瀬自治会

変　　更　　後

自治会

奈良市

変　　更　　後

本会

奈良市月ヶ瀬月瀬

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬月瀬

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬月瀬

規 約 の 変 更 （ 名 称 ）

規 約 の 変 更 （ 目 的 ）

規 約 の 変 更 （ 区 域 ）

規 約 の 変 更 （ 事 務 所 ）

代 表 者 の 住 所 変 更

変　　更　　前

嵩区

変　　更　　前

変　　更　　後

嵩自治会

変　　更　　後

規 約 の 変 更 （ 名 称 ）

規 約 の 変 更 （ 目 的 ）

区

月ヶ瀬村

変　　更　　前

奈良県添上郡月ヶ瀬村

大字嵩　　　　　　　

変　　更　　前

月ヶ瀬村大字嵩

変　　更　　前

添上郡月ヶ瀬村大字嵩

自治会

奈良市

変　　更　　後

奈良県奈良市月ヶ瀬嵩

変　　更　　後

奈良県奈良市月ヶ瀬嵩

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬嵩

規 約 の 変 更 （ 区 域 ）

規 約 の 変 更 （ 事 務 所 ）

代 表 者 の 住 所 変 更

変　　更　　前

桃香野区

変　　更　　前

桃香野区

当区

変　　更　　前

当区

奈良県添上郡月ヶ瀬村

大字桃香野　　　　　

変　　更　　前

奈良県添上郡月ヶ瀬村

大字桃香野　　　　　

変　　更　　後

桃香野自治会

変　　更　　後

桃香野自治会

当会

変　　更　　後

当会

奈良市月ヶ瀬桃香野

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬桃香野

規 約 の 変 更 （ 名 称 ）

規 約 の 変 更 （ 目 的 ）

規 約 の 変 更 （ 区 域 ）

規 約 の 変 更 （ 事 務 所 ）

規約の変更（代表者の氏名及び住所）

項の規定により月瀬自治会から告示した事項の変更の届出

がありましたので､同条第10項の規定により次のとおり

告示します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 変更があった事項及びその内容

２ 変更の年月日

平成17年４月１日

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第457号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11

項の規定により嵩自治会から告示した事項の変更の届出が

ありましたので､同条第10項の規定により次のとおり告

示します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 変更があった事項及びその内容

２ 変更の年月日

平成17年４月１日

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第458号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11

項の規定により桃香野自治会から告示した事項の変更の届

出がありましたので､同条第10項の規定により次のとお

り告示します｡

平成17年７月22日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 変更があった事項及びその内容

奈 良 市 公 報 号外第22号
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変　　更　　前

奈良県添上郡月ヶ瀬村

大字桃香野4638番地

尾上　榮一

変　　更　　後

奈良市月ヶ瀬桃香野35

65番地の３　　　　　

徳家　　眞

住　　　所

朱雀一丁目17番地の17

神功一丁目６番地　平城第１

団地13－205

氏　名

松本　淳司

上村　紀和

処分年月日

平成17年７

月25日

平成17年７

月25日

２ 変更の年月日

平成17年４月１日

（平成17年７月22日掲示済）

奈良市告示第459号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示します｡

平成17年７月25日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成17年７月25日

３ 移動対象区域

近鉄高の原駅周辺自転車等放置禁止区域

以下省略

（平成17年７月25日掲示済）

奈良市告示第460号

次に掲げる者は､住民基本台帳法施行令（昭和42年政

令第292号）第８条に規定する事由が生じたので､同令第

12条第１項の規定により､その住民票を職権で消除しま

したが､その通知を受けるべき者の住所等が不明のため､

同条第４項後段の規定により公示します｡

なお､この処分に不服のある者はこの処分があったこと

を知った日の翌日から起算して60日以内に奈良市長に対

して異議申し立てをすることができると共に､当該異議申

し立ての決定に不服があるときは､その決定があったこと

を知った日の翌日から起算して30日以内に奈良県知事に

対して審査請求をすることができます｡

平成17年７月25日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

（平成17年７月25日掲示済）

奈良市告示第461号

奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈

良市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止

区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し､保

管したので､同条例第10条第１項の規定により告示します｡

平成17年７月27日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 移動理由

自転車等放置禁止区域に放置されていたため｡

２ 移動年月日

平成17年７月27日

３ 移動対象区域

近鉄あやめ池駅周辺及び近鉄学園前駅周辺自転車等放

置禁止区域

以下省略

（平成17年７月27日掲示済）

奈良市告示第462号

国税徴収法（昭和34年法律第147号）第82条第２項の

規定に基づく交付要求通知書については､その送達を受け

るべき者の住所等が外国のため送達することができないの

で､地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２及び

奈良市税条例（昭和46年奈良市条例第12号）第６条の規

定により､次のとおり公示送達します｡

なお､この公示送達に係る関係書類は､財務部納税課で

保管し､送達を受けるべき者から交付の申出があればいつ

でも交付します｡

平成17年７月27日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

１ 送達をすべき文書

交付要求通知書

２ 送達を受けるべき者

省略

（平成17年７月27日掲示済）

訓 令 甲

奈良市訓令甲第12号

庁 中 一 般

関 係 各 所

奈良市都市問題調整会議設置規程の一部を改正する訓令

を次のように定める｡

平成17年７月28日

奈良市長職務代理者

奈良市総務部長 福 井 重 忠

奈良市都市問題調整会議設置規程の一部を改正する

訓令

奈良市都市問題調整会議設置規程（昭和62年奈良市訓

令甲第７号）の一部を次のように改正する｡

別表第１委員の項中 ｢水道事業管理者 消防長｣を ｢消

防長｣に､｢都祁行政センター所長｣を ｢都祁行政センター

奈 良 市 公 報号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）　　　
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指 定 日

平成17年

７月11日

所　在　地

大阪府岸和田市下

松町876番地の１

代表者氏名

代表取締役

近沢　節雄

名称

株式会社

杉原工業

奈良市法蓮町654番地の１ 大 西 崇 夫

（平成17年７月26日掲示済）

奈良市農業委員会告示第16号

平成17年７月25日の平成17年奈良市農業委員会７月総

会において下記の者を奈良市農業委員会副会長に選任した｡

平成17年７月26日

奈良市農業委員会長 大 西 崇 夫

記

奈良市山陵町305番地 塚 本 昭 治

奈良市高樋町957番地 宮 下 明 弘

奈良市中貫町100番地の１ 大 西 英 征

奈良市都祁馬場町587番地の２ 橋 詰 昭 美

（平成17年７月26日掲示済）

奈良市農業委員会告示第17号

平成17年７月25日の奈良市農業委員会互選会において､

奈良市農業委員会の農地部会及び農政部会の部会委員に次

の者が互選されたので､奈良市農業委員会互選規程（昭和

32年奈良市農業委員会告示第６号）第16条の規定により

公告します｡

平成17年７月26日

奈良市農業委員会長 大 西 崇 夫

農地部会委員

奈良市南京終町四丁目232番地の１ 萩原 征二

奈良市大安寺五丁目10番17号 中島 信男

奈良市尼辻中町３番50号 西口 利夫

奈良市秋篠町740番地 木村 輝雄

奈良市学園新田町3028番地 北川 博晴

奈良市東九条町518番地の３ 野村 昭夫

奈良市藤原町154番地 大門 善之助

奈良市高樋町957番地 宮下 明弘

奈良市中貫町100番地の１ 大西 英征

奈良市大柳生町3739番地 田畠 俊秀

奈良市東鳴川町457番地 中北 誠

奈良市下狭川町2156番地の１ 澤 久男

奈良市月ケ瀬月瀬330番地 中西 武比古

奈良市荻町459番地の１ 中井 榮治

奈良市都祁馬場町587番地の２ 橋詰 昭美

奈良市西大寺野神町二丁目１番11号 松本 勝

奈良市恋の窪三丁目５番Ａ－305号 井上 昌弘

奈良市法華寺町243番地の２ 金野 秀一

農政部会委員

奈良市雑司町32番地の１ 山口 昌雄

奈良市法蓮町654番地の１ 大西 崇夫

奈良市七条一丁目２番８号 喜夛 康二

奈良市山陵町305番地 塚本 昭治

奈良市菅原町517番地 吉松 道雄

奈良市大和田町462番地 ●谷 勝紀

奈良市神殿町321番地 林 宇平治

奈良市鹿野園町350番地 木本 馨

所長 技術部長｣に改める｡

附 則

この訓令は､平成17年７月28日から施行する｡

（平成17年７月28日掲示済）

公 営 企 業

奈良市水道局告示第33号

奈良市水道局指定給水装置工事事業者規程（平成10年

奈良市水道局管理規程第７号）第４条第１項の規定により

奈良市水道局指定給水装置工事事業者を指定したので､同

規程第10条の規定により次のとおり公示します｡

平成17年７月21日

奈良市水道事業管理者

中 尾 一 郎

（平成17年７月21日掲示済）

教 育 委 員 会

奈良市教育委員会告示第12号

平成17年臨時教育委員会を次のとおり開催しますので､

奈良市教育委員会会議規則（昭和57年奈良市教育委員会

規則第12号）第３条第２項の規定により告示します｡

平成17年７月25日

奈良市教育委員会

委員長 杉 江 雅 彦

１ 日時

平成17年８月５日（金）午後２時から

２ 場所

奈良市役所北棟３階 教育委員会室

３ 会議に付すべき事件

１ 議事

議案第18号 平成18年度使用奈良市立高等学校教科用

図書並びに平成18年～21年度使用奈良市

立中学校教科用図書の採択について

傍聴受付は､開催日の午後１時から午後１時50分まで

で､定員５名になり次第締め切ります｡

（平成17年７月25日掲示済）

農 業 委 員 会

奈良市農業委員会告示第15号

平成17年７月25日の平成17年奈良市農業委員会７月総

会において下記の者を奈良市農業委員会長に選任した｡

平成17年７月26日

奈良市農業委員会長 大 西 崇 夫

記

奈 良 市 公 報 号外第22号
平成17年 9月14日
（水 曜 日）



－44－

平成17年９月１日付け奈良市公報第200号

誤

平成17年７月25日

正

平成17年８月25日

ページ

８

行

３

段

右

奈良市今市町336番地 森川 幸男

奈良市杣ノ川町671番地の２ 西 利和

奈良市柳生下町705番地 軽井 大

奈良市阪原町347番地 松本 孝志

奈良市都祁友田町331番地 井岡 勳

奈良市都祁吐山町3192番地 山口 泰二

奈良市都祁白石町2814番地 幸田 正司

奈良市高樋町1034番地 山本 正義

奈良市長谷町1323番地 中西 義信

奈良市大森町283番地 松石 聖一

奈良市月ケ瀬桃香野3572番地の８ 東久保 耕也

（平成17年７月26日掲示済）

奈良市農業委員会告示第18号

平成17年７月25日の平成17年奈良市農業委員会７月総

会において次の者を奈良市農業委員会の農地部会長及び農

政部会長に選任した｡

平成17年７月26日

奈良市農業委員会長 大 西 崇 夫

農地部会長 奈良市大安寺五丁目10番17号

中 島 信 男

農政部会長 奈良市鹿野園町350番地

木 本 馨

（平成17年７月26日掲示済）

奈良市農業委員会告示第19号

平成17年７月25日の平成17年奈良市農業委員会７月総

会において次の者を奈良市農業委員会の農地副部会長及び

農政副部会長に選任した｡

平成17年７月26日

奈良市農業委員会長 大 西 崇 夫

農地副部会長 奈良市秋篠町740番地

木 村 輝 雄

農政副部会長 奈良市阪原町347番地

松 本 孝 志

（平成17年７月26日掲示済）

正 誤

奈 良 市 公 報号外第22号
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